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第２回委員会における主な意見と対応

意 見 対 応

① CIM技術活用のメリット・デメリットの整理で、新
たに必要となるシステム導入などの初期投資
について、現状における課題などの補足・追記
が必要。

今回（第３回）委員会にて提示。

⇒ＣＩＭ技術活用のメリット・デメリットを再整理

（資料－１：P４～５）

② 建設プロセス全体に３次元データを活用するこ
との効果については、施工が注目されがちだ
が、調査や設計、維持管理の面からの効果も
明記することが必要。

今回（第３回）委員会にて提示。

⇒ＣＩＭ技術活用のメリット・デメリットを再整理

（資料－１：P４～５）

③ マルチビームでの取得点密度について、新基
準（案）では0.5m平面格子内に３個以上確保す
ることを基本としているが、このことの必要性
や考え方の再整理が必要。

今回（第３回）委員会にて提示。

⇒取得点密度とデータ処理の方法を検討

（資料－１：Ｐ６～９）

④ マルチビームによる出来形管理で、日々の施
工管理については受注者側に一任する形と
なっているが、工事測量や出来形測量と同様
にマルチビームを活用していくことも試行工事
に向けて検討していくべき。

日々の施工管理の方法については、マルチ
ビーム等の使用機器を発注者から指定するこ
とはなく、受注者が作成・提出する施工計画書
を踏まえた方法になるものと考えている。

■「第２回 港湾におけるICT導入検討委員会（H28.12.1)」 主な意見と対応
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■ＣＩＭ技術活用におけるメリット・デメリットの整理（1/2）

第２回委員会における主な意見と対応

区分 一般的なメリット（共通） 一般的なメリット（個別） 浚渫工で求めるメリット

計画

 省人化

 時短

 特に災害時の迅速な対応

 精度の向上

 安全性の向上

 全体最適化

 見える化

 海底地形データベースによる計画策定、シミュ
レーションへの活用

 港湾構造物の数量算出への活用

 ＩＣＴ試行工事の契約手続への活用

 従来手法に比べ、浚渫土量計算が容易

 任意の箇所における横断図の自動作成

調査

 計測時間の短縮、広範囲計測

 面的測量による精度の高い数量算出

 UAV（写真による視覚的有意性）

 ナローマルチビーム（視覚的有意性）

 調査時期ごとの土量計算、差分計算が容易

 可視化による取合部、不具合部の容易な確認

 適切な３次元設計図作成による数量計算の自
動化

 取得点群の解析による、目的に応じた任意の点
密度での解析・図化

 従来手法に比べ、浚渫土量計算が容易

設計

施工

（施工計画・
積算を含む）

 適切な３次元設計図作成による数量計算の自
動化

 受発注者の書類作成に係る時間短縮と、発注
者の現場立会時間等の増加による品質の向上

 出来形測定の省力化・時間短縮

 可視化による施工精度向上および施工効率化

 可視化による出来形管理、完成検査の効率化
（時間の短縮、書類の簡素化等）

 従来手法に比べ、浚渫土量計算が容易

 可視化による施工精度向上および施工効率化

 土砂処分場への投入土砂量（浚渫土砂量）と受
入可能土砂量のリアルタイムでの管理

 検査測量（線的→面的）と水路測量（面的）との
統合による時間の短縮

 施工の効率化による作業船拘束費の低減

維持管理

 維持管理データベースの充実

 港湾施設の状態の把握が容易

 データ蓄積による効果的な維持管理計画の立
案への活用

 可視化により規定水深に対する現況水深の把
握が容易（異状箇所の発見が容易になり、船舶
航行への安全性向上に寄与）

 メリットの概要

4※青字： 今回再整理（加筆等）



■ＣＩＭ技術活用におけるメリット・デメリットの整理（2/2）

第２回委員会における主な意見と対応

 デメリットの概要

区分 一般的なデメリット（共通） 一般的なデメリット（個別） 浚渫工で課題となるデメリット

計画

 共通データベースのハードに
対する初期投資と維持管理
費の増大

 共通データベースへの入力・
データ更新等に要する労力
と費用の増大

 データ量が膨大になると取
扱いが困難

 導入段階における機材、ソフ
ト、人材育成等に関する初期
投資の増大

 移行期間中における稼働可
能なICTツール不足の懸念

調査

 測量費用が高くなる可能性がある。

 ICTツールによる取得データは各種従来手法
に比べ多くなるため、データ処理に労力・費用
を要する。

 マルチビームによる取得データは膨大になる
ため、データ処理に労力・費用を要する。

 データの要求精度が厳しいと、データ取得、処
理等に労力を要する。

 データの要求精度や処理方法、計算方法など
の指針等がないと、土量計算に相違が生じる。

 マルチビームの器材並びに解析ソフト一式は、
高価であり、損料計上等の検討を要する。

設計

 解析ソフトへの投資費用について、損料計上
等の検討が必要である。

 構造物築造での各工種により要求精度が異
なることから、工種に応じた処理基準を設ける
必要がある。

 浚渫工では、底面および法面の余掘精度を反
映でき、土量計算結果を確保できるデータの
要求精度とする必要がある。

施工

（施工計画・
積算を含む）

 測量費用が高くなる可能性がある。

 工種により施工精度が異なることから、工種毎
の要求精度の設定が必要である。

 従来の平均断面法との差異等について分析
する必要がある。
UAVやマルチビームでは、現場では数値が出
ず、バックヤードでの作業を要するため、従来
の直感的な施工状況確認作業は困難である。

 浚渫工では、底面および法面の余掘精度を反
映でき、土量計算結果を確保できるデータの
要求精度とする必要がある。

維持管理

5
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■ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑでの取得点密度とﾃﾞｰﾀの処理方法の検討（平面格子サイズの検討）

第２回委員会における主な意見と対応

 解析に用いた測量データの諸元

測量情報
八戸港

河原木地区航路・泊地（-14m）
徳山下松港

新南陽地区航路(-12m)
宇部港

本港地区航路(-13m)

規定水深 -14m（浚渫水深-15m） -12m -13m

浚渫面積（㎡） 約4.7万 約26.0万 約8.4万

浚渫土量（m3） 約12万 約17.4万 約16.5万

測量時期
（使用機器）

事前
（Seabat t8125）

事後
（Sonic 2024）

事前
（Sonic 2024）

事後
（Seabat 8125）

事前
（Sonic 2024）

事後
（Sonic 2024）

測量年月日 平成28年6月22日 平成28年10月4日 平成28年7月1日 平成28年9月17日 平成28年6月30日 平成28年9月10日

データ提供
国土交通省 東北地方整備局
八戸港湾・空港整備事務所

国土交通省 中国地方整備局 国土交通省 中国地方整備局
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整理解析項目
八戸港

河原木地区航路・泊地（-14m）
徳山下松港

新南陽地区航路(-12m)
宇部港

本港地区航路(-13m)

取得点数

0.1 m格子 データ無し多数 データ無し多数 データ無し多数

0.25m格子 3個/格子 未満70% 3個/格子未満 93% 3個/格子未満 17%

0.5 m格子 3個/格子以上 3個/格子以上 3個/格子以上

1.0 m格子 4個/格子以上 15個/格子以上 35個/格子以上

測量時の船速、マルチビーム諸元（発振回数、発振角度）、対象水深の違いにより取得点密度は異なる。

計算手法の違いによる
土量計算結果

（平均断面法とTIN法）

TIN法による土量計算結果が0.2%～2.4%の割合で小さい数値となった。その理由としては、各港ともに、緩やかな傾斜があ
るものの平坦地形であることによる。

 測量データの解析結果
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第２回委員会における主な意見と対応

■ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑでの取得点密度とﾃﾞｰﾀの処理方法の検討（平面格子サイズの検討）

 現況基準類における平面格子サイズの設定

※浚渫工を対象としてナローマルチビームによる測量を行った場合には、各点がXYZ値の空間格子（立方体）内に存在していることから、一般的に用いら
れている「メッシュ」について「平面格子」と表現する。

【参考1】 水路測量業務では以下の規則内容より1mメッシュでのデータ作成を行っている。

マルチビームデータの資料整理（水路測量業務準則施行規則 抜粋）

• 2-7-6 11.(4) 井桁走行により取得したデータの縦方向の測深線の左右ビームが重複する区域の
データを1～2mのメッシュで最浅値をグリッド化し～

• 2-7-6 12. 前項各号の処理を施したデータをXYZ形式のデータファイルを作成し、このデータファ
イルから、5m以下の大きさの最浅水深値を代表するXYZ形式のメッシュデータファイルを別途作成し、
～。

【参考2】 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） での点群密度についての
記載

1-2-4 点群処理ソフトウエア 1) ② 点群密度の変更（データの間引き）

• 出来形計測データについては、0.01m2あたり1点以上、数量算出に用いる岩線計測データおよび起工
測量計測データについては、0.25㎡あたり1点以上、出来形評価用データとしては1m2あたり1点以上
の点密度が確保できる程度まで点群密度を減らして良い。

【参考3】 UAVを用いた公共測量マニュアル（案）での点群密度についての記載

第8節 ３次元データファイルの作成 第76条 運用基準

• 地図情報レベル 250 点密度の標準 0.5mメッシュに1点以上
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第２回委員会における主な意見と対応
■ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑでの取得点密度とﾃﾞｰﾀの処理方法の検討（平面格子サイズの検討）
 平面格子サイズの設定

データの取得 浚渫土量の計算関連基準類での規定

・ UAVを用いた土工の出来形管理では、
「出来形計測データで0.01㎡当り1点以
上」、「数量算出に用いる起工測量計
測データ等で0.25㎡当り1点以上」、「出
来形評価用データで1㎡当り1点以上」
の点密度が確保できる程度まで点群
密度を減らして良いとされている。

⇒ 土工では、密な格子サイズで取得した
データの密度を、以降の各管理段階に
おいて、順次減じていく方法としている

・ 水深100ｍまでの水路測量業務では、
平面格子サイズ1mで1点以上を採用し
ている。なお、海図では対象とする水
深が深いが、今回の浚渫工では30m以
浅を対象している。

⇒ 海上保安庁の審査に適合するために
は、「平面格子サイズ1m以下で設定」
することが必要である

・ 八戸港での測得データでは、浚渫
土量の算定においては、「最浅値」
よりも「中央値」の方が全データで求
める体積に近似する。

⇒土量計算（中央値の取得）のため
には、格子内に最低３個のデータが
必要である

・ 今回（八戸港、宇部港、徳山下松港）
の取得データでは、平面格子サイズ
0.5m以上において、格子内に３個以
上のデータがほぼ存在している。

⇒ 平面格子サイズ0.5m以上であれば、
同一格子内に３個以上のデータ取得
が可能である

・ 浚渫土量計算に用いる平面格子
サイズは、平坦な地形を対象とする
限りでは、平面格子サイズ0.5mと
1mでの土量計算結果に大きな差は
ない。

⇒ 土量計算上は、平面格子サイズ
0.5mでも1mでも可であるが、法面余
掘部では、平面格子サイズはより小
さい方が望ましい

平面格子サイズについては、1m平面格子で最浅値が判断できる点データの取得が必須であるが、来年度より実施予定の試行
工事は、今回検討した格子サイズに準じてデータ取得や出来形確認等を行い、精度や労務数の実態から格子サイズの検証を行う
という位置づけとなること、また、試行工事での取得データは、床掘や捨石等の他工種への適用性の検討に使用することが想定さ
れることから、0.5m平面格子でのデータ取得が必要である。

・ 床掘工や基礎工等の他工種では、出
来形の施工許容範囲等が浚渫工より
も厳しい。

⇒  マルチビームでの平面格子サイズや
取得点数は対象とする工種により異
なるものとなるが、今後の検討も考慮
すると、密な平面格子サイズでのデー
タ取得が望ましい
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第２回委員会における主な意見と対応

■ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑでの取得点密度とﾃﾞｰﾀの処理方法の検討（平面格子サイズの検討）

 検討結果

◆測量方法

• 平面格子内の最浅値並びに中央値を採用することにより、0.5mの平面格子
内に３個以上の取得点密度を確保することを基本とする。

◆データ処理方法

• 浚渫工の土量計算の方法は、点群のうち0.5m平面格子内のデータの中央値
を抽出しTIN法により求めることを基本とする。
（中央値については、複数取得するデータの浅い数値からデータ個数で中央
番目に該当する数値を採用する。）

• 浚渫工事の出来形管理においては、0.5m平面格子内のデータの最浅値を抽
出し表示することを基本とする。
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ICTの全面的な活用（新基準の整備）

調
査
、
測
量
、
設
計

１ 地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品等運用ガイドライン ○
別途検討

⇒今回（第３回）委員会で概要を提示

２ マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編）（案） ○
本委員会および東北地整調査にて検討

⇒ 今回（第３回）委員会で最終案を提示

施

工

３ ３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）（案） ○
本委員会および東北地整調査にて検討

⇒ 今回（第３回）委員会で最終案を提示

４ ３次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）（案） ○
本委員会および東北地整調査にて検討

⇒ 今回（第３回）委員会で最終案を提示

検

査

５ ３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚渫工編）（案） ○
本委員会および東北地整調査にて検討

⇒ 今回（第３回）委員会で最終案を提示

６ 出来形部分払方式等に係る要領等（施工プロセス検査等） 〇 別途検討

７ 工事成績評定要領 ○
別途検討

⇒「実施方針」に記載

積算基準 港湾土木請負工事積算基準（マルチビーム測量積算基準等） ○
別途検討

⇒今回（第３回）委員会で概要を紹介

※上記の基準類は、本委員会以外において検討中のものを含む。

＜新たに導⼊する基準（案）＞
■新たに導入する新基準（案）【浚渫工】

■本委員会にて検討

全 体 ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ浚渫工）の推進に関する実施方針（案） ○
本委員会にて検討

⇒今回（第３回）委員会で提示

区分 名 称 新規 改訂 対応 等
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第２回 港湾におけるＩＣＴ導入検討委員会
（第２回 港湾分野におけるＣＩＭ技術活用検討会（国土交通省 東北地方整備局））

＜新基準案の検討＞

ICTの全面的な活用（新基準の整備）
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■新基準（案）【浚渫工】 検討経緯

 マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編）（案）

 ３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）（案）

 ３次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）（案）

 ３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚渫工編）（案）

意見照会（行政機関（国）および関連団体）

第３回 港湾におけるＩＣＴ導入検討委員会
（第３回 港湾分野におけるＣＩＭ技術活用検討会（国土交通省 東北地方整備局））

＜新基準案の検討・整備＞

試行



 GNSS精度確認
 機器の取付け（オフセット）
 パッチテスト
 水中音速度測定
 検潮記録
 検測（測深精度確認） 等

ICTの全面的な活用（新基準の整備）

第１章 全体概要
１．主旨
２．目的
３．構成
４．適用範囲と利用上の注意点

第２章 マルチビームを用いた深浅測量
１．作業工程
２．測量準備
３．艤装・テスト
４．水深測量
５．計測基準
６．検測・精度管理
７．データ解析

第３章 ３次元設計データの作成
１．目的
２．適用範囲
３． ３次元設計モデルの構造
４．設計データの作成
５．設計データを作成する留意点
６．３次元設計データの照査方法

計測性能（取得点密度） 3点以上 / 0.5m平面格子

測深精度 ±10cm

■ 計測方法

マルチビームを用いたスワス音響測深

■ 計測性能および測深精度

対象区域の水深、地形等を考慮し、上記の計測性能（取得点密度）、測深
精度を確保できる機種、測線等を計画

■ 検測・精度管理

■ 計測基準

測地系：世界測地系（測地成果2011）
基準面：海上保安庁告示の最低水面（ＤＬ）

基準点名： No.1
観測時間は約3分であり、
データの取得間隔は約1秒毎である。
結果を以下に示す。

(単位:m）

Ｘ Ｙ ΔＸ ΔＹ
既知点 -113,751.379 55,297.677 　

1セット目　平均値 -113,751.246 55,297.337 0.133 -0.340 0.365

2セット目　平均値 -113,751.323 55,297.248 0.056 -0.429 0.433

セット間較差 |  0.077 | |  0.089 | 0.118

取得値座標と既知点座標との相関を以下のグラフに示す。
2セット目　平均値は、2セット目観測エポック数30点の平均を示す。

（取得値座標-既知点座標）

1セット目　平均値は、1セット目観測エポック数30点の平均を示す。

GNSS 精 度 確 認 結 果 表

JGD2000 Ⅷ系座標
既知点との差

既知点からの距離

平成○年○月○日実施

-1

-0.5

0

0.5

1

-1 -0.5 0 0.5 1

Δ
ｘ

Δｙ

取得座標値と既知点座標との相関図

既知点

1セット目平均値

2セット目平均値

精度管理ﾁｪｯｸｼｰﾄの作成・提出

結果

■ ３次元設計モデルの構成要素

・TINモデル
・縦断線形モデル
・横断線形モデル
・３Dモデル（俯瞰図） 設計から施工、出来形管理の

各段階において作成

■ 測深データから３次元設計モデルの作成
・0.5m平面格子データの中央値または
最浅値を抽出

・TIN法等によりモデリング
・３次元設計データチェックシートによ
る確認 ３次元設計ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸｼｰﾄ 13

■ 『マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編）（案）』の概要



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

第１章 浚渫工
１．浚渫工の数量算出項目
２．区分
３．基準面および平均水面
４．浚渫機械の能力に影響する項目
５．数量計算手法

5.1 ３次元ＣＡＤソフト等を用いた方式
６．電子成果品の作成規定

【参考】
○ 数量扱い一覧
○ 数量のまとめ表

■ 純土量、法面余堀、底面余堀の考え方

 法面余堀は、法面余
堀線と現況線と交わる
領域内すべてを計算

 法面余堀については、
３次元データを活用す
る土量計算では、すべ
ての領域を対象とする

 底面余堀については
掘削線と現況線と交
わる領域を計算する

 掘削線より深い場合
には底面余堀としない

 純土量、法面余堀、底
面余堀の考え方は左
図を基本とする

■３次元ＣＡＤソフト等を用いた数量算出方法

①ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法
②プリズモイダル法

■ 土量計算箇所表示図

• 設計時中心線形・横断線形モデル
• 現況海底地形ＴＩＮモデル
• 上記モデルから「ＴＩＮ分割等を用

いて求積する方法」により土量計
算

• 土量計算箇所表示図（ＰＤＦ又は、
ビュワー付き３次元データ）を作成 土量計算箇所表示図のイメージ

 0.5m平面格子内での
中央値を使用

14

■ 『３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）（案）』の概要



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

第１章 総則

第２章 マルチビームによる計測方法
１．出来形管理用精度管理
２．３次元設計データ作成ソフト
３．出来形帳票作成ソフト

第３章 工事測量

第４章 出来形管理
１．３次元設計データの作成
２．３次元設計データの確認
３．出来形測量
４．出来形測量箇所

第５章 出来形管理資料の作成
１．出来形管理資料の作成
２．数量算出
３．電子成果品の作成規定

第６章 管理基準及び規格値

受注者のマルチビームによる
出来形管理作業フロー

受注者の実施項目

① 施工計画書の作成

② 機器等の手配
• マルチビーム等、機器
• ３次元データ処理ソフトウェア
• ３次元設計データソフトウェア
• 出来形帳票作成ソフトウェア
• 数量算出ソフトウェア

③ ３次元データ処理ソフトによる３次元設計デー
タの作成

④ ３次元設計データチェックシートの作成

• ３次元設計データが設計図書を基に正しく作成さ
れていることを示した、３次元設計データチェック
シートの作成

⑤ マルチビームによる出来形測量

⑥ 精度確認および測深精度管理チェックシート
の作成

・ 測深成果の精度確認が正しく実施されていること

を示した、測深精度管理チェックシートの作成

⑦ 測深データ処理ソフトによるデータ処理

・ 0.5m平面格子内の最浅値を抽出

⑧ 出来形管理資料の作成

・ 出来形管理図表の作成

⑨ 電子成果品の納品

施工計画書

準備工

３次元設計データ入力

出来形測量

（施 工）

出来形帳票作成等

①施工前測量
②設計照査

施工前測量による修正

出来形管理図表のイメージ 15

■ 『３次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）（案）』の概要



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

受注者のマルチビームによる
出来形管理作業フロー 監督職員の実施項目 検査職員の実施項目

① 施工計画書の受理・記載事項の確認
• 出来形計測箇所、出来形管理基準・規格値・出

来形管理写真基準等
• 使用機器・ソフトウェアについて施工計画書の記

載及び添付資料等により確認
• 測線計画（測深方法、計測性能等）

② 基準点等の指示
• 基準点・基準面の指示、使用する検潮記録

③ 設計図書の３次元化の指示

• ３次元設計データに基づいた設計照査や出来形
管理、数量算出結果を受け取るために、設計図
書を３次元化することを受注者に指示

④ ３次元設計データチェックシートの確認

• ３次元設計データが設計図書を基に正しく作成さ
れていることを、３次元設計データチェックシート
により確認

⑤測深精度管理チェックシートの確認

⑥出来形管理状況の確認

• 出来形管理図表の把握

①出来形測量に係わる書面確認

②３次元設計データチェックシートの確認

• ３次元設計データが設計図書を基に正しく作成さ
れていることを、３次元設計データチェックシート
により確認

③測深精度管理チェックシートの確認

④出来形の検査・成績評定

• 出来形管理図表による検査

• ３次元データの利用方法についての評価

施工計画書

準備工

３次元設計データ入力

出来形測量

（施 工）

出来形帳票作成等

①施工前測量
②設計照査

施工前測量による修正

（通常工事の監督業務）

第１章

１．目的

２．３次元設計データを活用した監

督・検査の概要

３．適用範囲

４．監督職員の実施要領

５．検査職員の実施要領

６．管理基準及び規格値

16

■ 『３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚渫工編）（案）』の概要



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

３次元測量ﾃﾞｰﾀによる図面作
成および検討
（3次元の現況図と計画図からの
浚渫土量算出/等）

【新基準案】

・３次元データを用いた港湾工事
数量算出要領（浚渫工編）（案）

・港湾積算基準（改定）

【成果物等】
・３次元ﾃﾞｰﾀ・出力図
・数量算出ﾃﾞｰﾀ（３次元）

新
基
準

導
入
後
（
対
象
工
事
・
業
務
）

３次元データ（モデル）による業務・工事情報の一元的な管理（各プロセスで得られる情報を順次追加）

完
成
時
の
３
次
元
デ
ー
タ
を
経
年
変
化
の
確
認

や
、
被
災
状
況
調
査
（防
災
）等
に
活
用

3次元
データ

3次元
データ

3次元
データ

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ音響測深機による
測深 （３次元ﾃﾞｰﾀ）

【新基準案】
・マルチビームを用いた深浅測
量マニュアル（浚渫工編）（案）

【成果物等】
・３次元でのﾃﾞｰﾀ出力図等
（俯瞰図等）

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ音響測深機での測
深(３次元ﾃﾞｰﾀ)による検査
※竣工検査は水路測量を兼ねる

【新基準案】
・３次元データを用いた出来形管
理の監督・検査要領（浚渫工編）
（案）

【検査方法】
・３次元データ・出力図を活用した
検査（机上検査）

基準案をふまえ、施工者が３
次元ﾃﾞｰﾀ等（独自ｼｽﾃﾑ等を
含む）にて出来形を管理

【新基準案】
・３次元データを用いた出来形管
理要領（浚渫工編）（案）

【成果物等】
・３次元データ・出力図

（出来形管理図表）

・測量管理の効率化・精度向上

・書類（成果品等）の削減

・数量算出に係る労力・時間の短縮

・発注図書の削減

・出来形管理の効率化・精度向上

・書類の削減

・検査の効率化
（竣工検査＝水路測量※）

・検査書類の削減

ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞｰﾑ又はﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ音
響測深機による測深
→共通仕様書ではﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑの使

用も可であるが、ほとんどがｼﾝ
ｸﾞﾙﾋﾞｰﾑによる測深

【主な基準等】
・業務仕様書（共通、特記）

【成果物等】
・水深図等（２次元図面）

平面図・断面図等（２次元）の
作成、図面による検討
（平均断面法での浚渫土量算出等）

【主な基準等】
・港湾積算基準

【成果物等】
・発注図面（２次元）
・数量計算書（平均断面法）

基準等をふまえ、施工者が
（独自ｼｽﾃﾑ､３次元測深を含
む）にて出来形を管理

【主な基準等】
・工事仕様書（共通、特記）

【成果物等】
・出来形管理図表（２次元）

現

状

経
年
変
化
（洗
掘
、
堆
積
等
）を

個
々
に
計
測

2次元
データ

2次元
データ

2次元
データ

ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞー ﾑ
測量ﾃﾞｰﾀ

2次元
図面

ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ
測量ﾃﾞｰﾀ

3次元
図面

音響測深機による２次元又は
３次元測深による検査
※竣工検査と水路測量は個別に実施

＜竣工検査＞
【主な基準等】
・工事仕様書

（共通、特記）
・監督・検査事務
処理要領

【検査方法】
・書類、現地

＜水路測量＞
【主な基準等】
・水路測量業務
準則

・水路測量業務
準則施行細則

【検査方法】
・書類、現地

維持
管理

設計・施工計画・積算
（発注図書作成）

調査・測量
（水深測量）

施工・施工管理
（出来形管理）

検 査
（竣工検査）（水路測量）

■「新基準案(浚渫工)」の整備による変化のイメージ

17

竣工検査 ≠ 水路測量※

▼ ▼



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

18

【参考】 『地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品等運用ガイドライン』の概要

• i-Constructionの展開に伴うICTの全面的な活用に対応した測量・設計・施工・出来形管理等のデータを格納
するためのデータフォルダ 「ICON」を追加。

• 使用する電子媒体はCD-Rを標準とし、DVD-Rは協議のうえ使用可としていたが、DVD-Rも標準使用可とし、
協議することなく使用可に 変更。
また、i-Constructionに係るデータは容量が大きくなることが想定されるため、納品媒体として、協議のうえ
BD-Rを使用可に変更。

電子納品等運用ガイドライン【工事編】 電子納品運用ガイドライン【業務編】

＜電子媒体に格納される電子成果品イメージ＞



ICTの全面的な活用（新基準の整備）

【参考】『ＩＣＴ活用工事積算要領（浚渫工編）』の概要

19

工事価格請負工事費 工事原価 直接工事費

間接工事費

消費税等相当額

共通仮設費

現場管理費一般管理費等

諸経費

その他工事費

（測量業務価格）
測量作業費 直接測量費

一般管理費等

間接測量費

・ＩＣＴ活用工事の積算構成

マルチビーム測量の費用を計上

○マルチビーム測量の費用：
・３次元起工測量及び３次元出来形測量の費用を積算基準※により算出し「その他工事費」として計上。

※マルチビーム測量の施工歩掛かりを「港湾請負工事積算基準」に新たに制定

○共通仮設費の算出：
・共通仮設費率分を新たに設定した率算定式の係数を用いて算出。
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ICT活用工事（浚渫工）の実施方針

■ICT活用工事【浚渫工】の実施方針（案）

21

ＩＣＴ活用工事（浚渫工）

建設生産プロセスの下記①～④の全ての段階においてICTを全面的に活用する工事であり、入札公
告・説明書と特記仕様書に明示することで対象工事とする。

① ３次元起工測量 ② 3次元数量計算
③ ３次元出来形測量 ④ ３次元データの納品

対象工種
ポンプ浚渫工、グラブ浚渫工、硬土盤浚渫工、岩盤浚渫工、バックホウ浚渫工

（レベル３工種）

対象工事 「港湾等しゅんせつ工事」

発注方式

１）発注者指定型
発注者の指定によって「ICT活用工事」を実施する場合、別途定める「ICT活用工事積算要領（浚渫

工編）（案）」により、 必要な経費を当初設計で計上する。

２）施工者希望型
受注者の希望によって「ICT活用工事」を実施する場合、総合評価落札方式において、ＩＣＴ活用

の計画について評価する。また、別途定める「ICT活用工事積算要領（浚渫工編）（案）により、必要
な経費を設計変更にて計上する。

成績評定 ＩＣＴ活用の計画について工事成績評定で評価する。
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○建設現場の生産性向上等を目指す“i-Construction”のトップランナー施策である「ICTの全面的な活用」を推進。

○港湾工事における建設現場の生産性向上等に向けて、測量から施工、検査、維持管理に至る建設プロセス全体
に３次元データを活用するほか、水中施工機械の遠隔操作化などＩＣＴの活用を促進。

○また、これらの実現に不可欠となる基準・要領等の整備や人材育成等の環境整備を行うとともに、ICT施工を支
える要素技術、システム等の開発・導入を推進。

●建設・維持管理プロセスにおける３次元データの活用

測量 設計 施工 検査 維持管理

○水域施設の３次元化

➔ ICT施工など新技術活用の実現
➔ 数量計算の自動化、書類の簡素化等の効率性向上 等

３次元測量

○構造物の３次元化

（防波堤の3Dモデルイメージ）

（操作画面イメージ）

●水中施工機械の遠隔操作化

➔水中施工の生産性・安全性向上

●ICT施工を支える技術、システム等の開発・導入

●ICT導入の環境整備

 ナローマルチビーム測量機器

 水中音響ビデオカメラ

 水中施工機械の遠隔操作システム

 水中における測位の精度向上

 港湾工事に対応した３次元データＣＡＤソフト 等

 基準、要領等

➔ 電子納品基準、出来形管理要領 等

 データ管理・受渡環境の整備

➔ データベース・ツールの構築 等

 人材育成

➔ ICT施工に対応した研修 等
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■港湾におけるＩＣＴ導入展開イメージ
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■港湾におけるICT導入に関わる今後の検討内容（案）

建設ﾌﾟﾛｾｽ等

施設・工種
測量・設計 施 工 維持管理

データ
環境整備

人材育成

水域施設

【浚渫工】
◎ ◎ ◎ ◎ ○

◎ ○係留･外郭施設

【基礎工､本体工等】
△ △ ○ △ △ △

共 通

○浚渫工については、 今回策定した基準類を踏まえて試行工事を実施し、その結果をふまえて基準類の精査・検証を実施。

○浚渫工以外については、防波堤や岸壁等の工事に共通する工種（基礎工、本体工等）を対象として、以下の項目等について検討を実施。

・ICT活用により生産性や安全性向上が見込まれる測量・施工技術についての効果の検証（モデル工事による適用性検討）

・港湾施設（構造物）の工事で３次元データの活用に必要となるCIM導入ガイドラインの検討 ／等

：現在実施中、 ：H29dに実施予定、 ：H30d以降に実施予定

３
次
元
デ
ー
タ
の
管
理
・
受
渡
環
境
の
整
備

Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
・提
案
、
支
援
の
た
め
の
人
材
の
育
成

データの
蓄積・活用

●工事・業務における３次元データの活用による生産性・安全性の向上

○ 受発注者間で受渡しされる工事関係書類（打合せ書類、品質管理書類、出来形管理書類等）の作成等の効率化・省力化の検討を実施。

●工事関係書類作成等の効率化・省力化による生産性向上

データの
蓄積・活用

※H29dより実施予定

・要領・基準の策定

・３次元設計データの作成

・モデル工事の実施

・要領･基準の策定

・試行工事の実施

・要領･基準の
検証･改定

・要領・基準の策定

・３次元設計データの作成

・モデル工事の
実施

・要領・基準の
策定

・試行工事の実施

・要領･基準の
検証･改定

ＣＩＭ導入ガイドラインの整備
（建設プロセス全体における３次元データ（モデル）の一元的な活用）
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項 目 展開方針
具体的な取組み（案）

平成29年度 平成30年度 ～

工
事
・
業
務
に
お
け
る
３
次
元
デ
ー
タ
の
活
用
に
よ
る
生
産
性
・
安
全
性
の
向
上

水域施設
【浚渫工】

・試行工事の実施
・要領･基準の検証・改定

外郭･係留施設
【基礎工､本体工等】

・モデル工事の実施

・要領･基準の策定

・試行工事の実施
・要領・基準の検証・改定

共通 ・CIM導入ガイドラインの
整備

人材育成 ・ICTの活用・提案、
支援のための人材の育成

工事関係書類作成等
の効率化・省力化
による生産性向上

・受発注者間で受け渡しされ
る工事関係書類の作成等の
効率化・省力化

■港湾におけるICT導入に関わる今後の検討内容（案）

○ 基準類の策定

○ 基準類の策定のためのモデル工事の実施
・マルチビーム等による出来形確認
・ICT活用による施工技術

○ 基準類の検証のための試行工事の実施
○ 基準類の検証・改定

○ 基準類の検証のための試行工事の実施（改善点等の意見収集）
○ 基準類の検証・改定（マルチビーム）

○ CIMモデルの作成仕様の検討

○ 研修・説明会の実施（基準類、３次元ツール／等）

○ 書類作成およびチェック等の作業軽減方策の検討
（作成支援ツール、電子交換・承認システム/等）
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【被覆・根固工】
・被覆石(投入、均し）
・被覆・根固ﾌﾞﾛｯｸ(据付）

【床掘工】
・原地盤（床堀）

【消波工】
・消波ﾌﾞﾛｯｸ（据付）

■工種別ＩＣＴ活用事例のイメージ

区
分

ICT・３次元データの活用（案）

測
量

・３次元測量による現況調査

（陸上） ＵＡＶ、レーザースキャナ

（海中） マルチビーム ／等

設
計

・３次元設計データの作成

・数量計算、構造設計の効率化・
自動化 ／等

施
工

・海中での施工状況の可視化

・基礎工材料投入や、ﾌﾞﾛｯｸ等据付
の高度化・効率化（位置誘導等）

・潜水士作業の効率化・省力化
／等

維 持 管 理

全
プ
ロ
セ
ス
に
３
次
元
デ
ー
タ
を
一
貫
し
て
使
用
（※

Ｃ
Ｉ
Ｍ
）

生産性・安全性の向上に
資する技術の活用

※CIM（Construction Information Modeling/Management）

「CIM」とは、計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入
し、その後の施工、維持管理においても３次元モデルに連
携・発展させ、併せて事業全体にわたる関係者間で情報を
共有することにより、一連の建設生産システムの効率化・高
度化を図るものである。３次元モデルは、各段階で追加・充
実され、維持管理での効率的な活用を図る。

[測量]（海中） マルチビーム
[設計] 数量計算の効率化・自動化
[施工] 海中での施工状況の可視化

[測量］（海中）マルチビーム
[設計] 数量計算の効率化・自動化
[施工] 海中での施工状況の可視化

[測量]（海中）マルチビーム
[設計] 数量計算の効率化・自動化
[施工] 基礎工材料投入の高度化・効率化

[測量]（海中） マルチビーム
[設計] 数量計算の効率化・自動化
[施工] 潜水士作業の効率化・省力化

[測量] （陸上） ＵＡＶ、レーザースキャナ
（海中） マルチビーム

[設計] 数量計算の効率化・自動化
[施工] 消波ブロック据付けの高度化・効率化

[測量]（陸上） ＵＡＶ、レーザースキャナ
[設計] 構造設計の効率化・自動化
[施工] 本体ブロック据付けの高度化・効率化

【本体工、上部工】
・ｹｰｿﾝ･ﾌﾞﾛｯｸ（据付）
・上部ｺﾝｸﾘｰﾄ（打設）

【基礎捨石工】
・捨石(（投入,荒均し,本均し)

【裏込・裏埋工】
・裏込石、裏埋土(投入･均し）


